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⑧ 平成 27 年５月時点の状況 

 

 

⑧’現在の整備状況(令和 5 年 4 月) 
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⑨ 平成 21 年 11 月時点の状況 

 

 

⑨’現在の整備状況(令和 5 年 4 月) 
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<中期的な事業目標> 

 ・新たな移転促進方策（換地不交付、淡路地区の従前居住者用住宅の活用など）を導入した着実な事業の推進 

 
<今後のスケジュール> 

 

 
 

 

 

 

(３) 大阪駅北大深西地区(うめきた２期地区)（独立行政法人都市再生機構施行） 

 

<施行者> 

施行者 独立行政法人都市再生機構 

問い合わせ先 
独立行政法人都市再生機構西日本支社うめきた都市再生事務所 

大阪市北区大深町 4-20 グランフロント大阪タワーＡ 17 階 

電話番号 06-6292-5267 

 

<事業の目的> 

本事業は、関西圏における枢要な鉄道交通の結節点かつ業

務・商業の一大集積地である立地条件を活かし、都市再生緊

急整備地域「大阪駅周辺・中之島・御堂筋周辺地域」の整備

目標、および国際的・広域的な拠点形成、ふれあいと賑わい

のあるまちづくり、水や緑あふれる環境づくり、関西の強み

を活かした知的創造を促す拠点づくりなど、「大阪駅北地区

まちづくり基本計画」やみどりとイノベーションの融合拠点

をめざす「うめきた２期区域まちづくりの方針」に位置づけ

られた魅力あるまちの早期実現をめざし、公共施設の整備改

善および都市の再生に資する開発との連携により、都市機能

の更新を図ることを目的としています。 

 

 

 

 

 

  

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度 令和10年度

三国東地区

（淀川区）

三国東土地区画整理事業

建物移転 公共施設の整備 換地処分
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<事業概要> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<設計図> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<施行前後の土地利用の変化> 

 

施行面積：１９３，１００．００㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施行地区の面積 約 19.3ha 

土地所有者 11 人 

要移転建物数 9 棟 

認可公告日 平成 27 年 11 月 20 日 

仮換地指定日 
平成 28 年 3 月 22 日 

※逐次指定 

換地処分(予定年度) (令和 8 年度) 

事業期間 12 年  

総事業費 約 455 億円 

関連事業など 
JR 東海道線支線地下化事業・新駅設

置事業、防災公園街区整備事業 

宅地

81,311.00 ㎡

(42.1%)
公共用地

101,251.00 ㎡

(52.4%)

保留地

10,538.00 ㎡

(5.5%)

施行後

宅地

164,643.00㎡

(85.3%)

公共用地

26,759.00㎡

(13.8%)

測量増減

1,698.00㎡

(0.9%)

施行前
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2.個人施行等の土地区画整理事業 

 

(１)西喜連住宅第２地区（個人施行） 

 

<施行者> 

施行者 大阪市都市整備局市街地整備部連携事業課（同意施行者） 

問い合わせ先 
大阪市都市整備局市街地整備部連携事業課 

大阪市北区中之島 1 丁目 3 番 20 号 

電話番号 06-6208-9455 

 

<事業の目的> 

本地区は、昭和 30 年代における大阪市営住宅の建設及び老朽化に

よる建替えに伴い、その都度一定の基盤施設の整備が行われてきまし

たが、市営住宅敷地内に現状道路として使われていない旧里道の認定

道路が存在するなど、現況の土地利用状況と地籍図とに齟齬のみられ

る地区です。 

 そこで、土地区画整理事業により、現況と地籍図との一致を図ると

ともに、認定道路の付替えおよび周辺の道路整備を行うことで、健全

で良好な市街地を形成することを目的として実施されています。 

 

 

<事業概要> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施行地区の面積 約 2.4ha 

土地所有者 3 人 

要移転建物数 0 棟 

認可公告日 平成 27 年 2 月 20 日 

仮換地指定日 

平成 27 年 2 月 27 日 

平成 28 年 2 月 1 日 

※逐次指定 

※指定率：18.4％ 

換地処分(予定年度) (令和 5 年度) 

事業期間 10 年 

総事業費 約 1.5 億円 

関連事業など ― 
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<設計図> 

 

 

 

 

 

<施行前後の土地利用の変化> 

 

施行面積：２４，０１０．９４㎡ 

 

 

 

 

 

 

 

宅地

18,414.88 ㎡

(76.7%)

道路等

5,596.06 ㎡

(23.3%)

施行後

宅地

18,414.00㎡

(76.7%)

道路等

2,857.00㎡

(11.9%)

測量増減

2,740.00㎡

(11.4%)

施行前
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 (２) 北浜三丁目地区（個人施行） 

 

<施行者> 

施行者 中央日本土地建物株式会社（同意施行者） 

問い合わせ先 中央日本土地建物株式会社 

電話番号 06-6202-0345 

 

<事業の目的> 

 本地区は大阪の中枢業務機能集積地のひとつである淀屋

橋地区のメインストリートである御堂筋の北の玄関口に位

置し、都市再生緊急整備地域「大阪駅周辺・中之島・御堂

筋周辺地域」に含まれ、大阪都心の再生に向けて重要な位

置にあります。 

一定の基盤整備が行われている既成市街地となっていま

すが、市有地を挟んだ 2 つの街区にそれぞれ立地している

建物が、いずれも更新の時期を迎えており、街区の再編・

大街区化とそれに合わせた公共施設の再編整備を行うこと

で、中枢業務拠点、BCD 拠点など、複合的な都市拠点形成

を推進することを目的としています。 

 

 

<事業概要> 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施行地区の面積 約 0.4ha 

土地所有者 3 人 

要移転建物数 0 棟 

認可公告日 令和２年７月 31 日 

仮換地指定日 令和２年 10 月１日 

換地処分 (令和７年度) 

事業期間 6 年 

総事業費 約 0.3 億円 

関連事業など ― 

施行地区 


